






















































(１) 拙稿 (2017) 参照｡ 三本柱の意味は次の通りである｡
(i) システム確立のための三つの柱は, ①ないし③で示している｡ ①と②について,








かは, 何らかの ｢管理・監視｣ によって確認される｡
(iii) ②では, 各仕組みが取り組まれ, 予定機能が発現される｡ つまり, 仕組みの運




欠如した状態 (欠陥) が生じうる (実線の両矢印部分)｡ また, 予定機能が一
部欠如されることなく発現され, システムがその目的を達成できたとしても,
より高度な機能を果たすことが望まれるとすれば, より高次の有効性の観点か
らみれば不足している状態 (不備) である｡ さらに, その不足は, システムの
固有の限界を露呈した状態であるとも言える (二重線の両矢印部分)｡ これら
の欠陥・不備の状態に対する何らかの ｢管理・監視｣ が必要である｡
(iv) ①と②に対する ｢管理・監視｣ で明らかとなった欠陥や不備は, ①と②の改善
点となる｡ なお, 図表では, 各仕組みの欠陥や不備は, さまざまであるため,
その大きさを変化させて表示しているが, 常に欠陥や不備が存在することを表
している訳ではなく, 欠陥や不備がない場合も当然にありうる｡
(v) 図表は, 抽象的であるが, 具体的には, 仕組みとしてたとえば企業の内部統制





ての, ｢三者関係の存在｣, ｢適切な主題｣, ｢適合する規準｣, ｢十分かつ適切な
証拠｣, ｢文書による保証報告｣ を確保する仕組みである｡ たとえば, ｢三者関













































































(vii) これに対して, ディスクロージャー制度を一つのシステムとみた場合, 財務諸




欧州37か国の51職業会計士団体から組織される Accountancy Europe (欧
州会計士連盟
(２)



















本調査は, 新しいルールの影響を示している｡ 我々の発見事項は, 以前は職業専
門団体が対応してきた多数の活動について, 現在は, 国の公的監督機関が実施し
ていることを明らかにしている｡




(２) 前身は, Federation of European Accountants (FEE) (欧州会計士連盟) で2016
年12月７日に組織名称を変更している｡ 会員会計士数は約100万人 (https : //www.
accountancyeurope.eu / about-us / (2018年11月16日参照))｡
(３) Accountancy Europe (2018).
(４) Ibid., p. 4.




これらの監督内容について, PIE (Public Interest Entity) に対する監査に




公的監督機関は, 監査の質を監督するうえで, ｢図表２｣ に示された５種
類の監督活動を行うものと Accountancy Europeは整理している｡
｢１. 監査人および監査事務所の承認および登録｣ と ｢２. 関連する基準
の採択｣ は, 監査を実施する前提条件ともいうべき, 監査実施者, および,
拠るべき規準足る監査基準の質を確保する側面である (Ａ. 監査の前提)｡
｢３. 継続的教育｣ と ｢４. 品質保証制度｣ は, 監査の実施プロセスにか
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２. 関連する基準の採択 委任可能 委任可能
３. 継続的教育 委任可能 委任可能


































２. 関連する基準の採択 12国で委任 12国で委任
３. 継続的教育 20国で委任 21国で委任
４. 品質保証制度 委任する国なし 18国で委任
５. 調査および行政懲戒制度 ５国で一部委任* 11国で委任
＊ 1. 公的監督機関と職業専門団体で実施：オーストリア (税理士・経済監査士会議所),
アイルランド (認知職業会計団体 (RABs)), ポルトガル (ポルトガル法定監査協会)
の３か国
2. 法定監査業務以外の場合に公的監督機関と職業専門団体で実施：チェコ共和国 (チェ
コ共和国監査人会議所), ルーマニア (財務監査人会議所) の２か国 (括弧書の団体
名称は職業専門団体の名称)
(出所) 委任状況の国数は, Accountancy Europe (2018), pp. 815のデータを利用｡
それでは, PIEの監査・監査人に対する公的監督機関による５種類の監督
活動の職業専門団体への委任の状況はどのようになっているであろうか｡ こ
れに関し Accountancy Europeは ｢図表３｣ に示した通り, 調査で回答のあっ
た27国の委任状況を報告している｡
27国それぞれでの経済状況や上場会社制度, 法定監査制度がさまざまに異
なるため, 単純な比較には意味が認められないであろう｡ ｢図表３｣ が示す






３つの側面の規制に整理される｡ つまり, Ａ. 監査の前提条件に対する規制,








(６) ドイツの経済監査士 (WP) および経済監査会社 (WPG) 等のWPK登録会員
数は次表の通りである (出所：WPK年次報告書)｡
1990/1/1 2000/1/1 2010/1/1 2019/1/1
WP (経済監査士) 6,344 9,984 13,619 14,560
WPG (経済監査会社) 1,215 1,879 2,540 2,986
vBP (宣誓帳簿監査士) 2,782 4,094 3,688 2,516
BPG (帳簿監査会社) 32 166 121 80
WPGまたは BPGの法定代理人で
WPまたは vBPでない者
439 726 778 1,010
任意構成員 28 32 50 52
合計登録数 (者) 10,840 16,881 20,796 21,204
Ⅲ1 ドイツ決算書監査の質の確保に対する責任体制
欧州委員会は, EU規則 (Regulation) の制定および EU指令 (Directive)
の改正を行うべく, 2011年11月30日に次の２つの提案を行った｡




両提案は, 2014年４月３日に欧州議会で議決され, また, ４月14日に EU




され, また, ②の改正指令は, 2016年６月17日までの２年以内に加盟国の法
律に変換 (国内法化) されることが求められていた｡






一つ (または複数の) 所轄官庁の設置を規定している (EU規則草案第
35・36条, EU指令草案第32条)｡ その場合, 官庁構成員の職業実務家
は, 特別な職分に従事するものの, 決定には関わることが許されない｡
・また, 加盟国は, ｢制裁や措置を含む罰則の賦課｣ について, 新たに別
甲南経営研究 第59巻第４号 (2019.2)
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(７) EU規則または EU指令は, 欧州委員会が起案し, 欧州議会の議決および EU








に特徴の一つがある｡ このことは, PCAOBと同様に EUにおいても, 決算
書監査の質の監督体制は, プロフェッションによる職業自治主体ではなく,
公的な直接監督が主となったことを意味している｡
そこで, ドイツでは, これらの EU規則と EU指令への対応として, ｢決
算書監査改革法｣ (AReG｡ PIE企業の監査に対する改革｡ 2016年５月10日制

























Wirtschaft und Ausfuhrkontrolle. 2016年３月31日制定, 2017年７月20
日最終改正｡





Rechts) であって (WPO第４条第２項第１文), 経済監査士に対す
る管理監督権を有している (WPO第61a条第１文)｡ 公法上の団体とは, ｢民法上
の社団法人に相当するものであって, 団体に所属する人々を構成要素として組織さ
れた団体で, 公法上の目的を有するもの｣ (山田晟 (1981), 226頁) である｡
に対する監督も行うこととされた｡
APASと WPKの職業監督上の位置関係を整理したものが ｢図表４｣ であ






つまり, APASは, PIEの決算書監査に対しては直接的な監督を行う｡ PIE
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(出所) IDW. Abb. 2 : System der die 
der 
im Berufsstand“,
WP-Handbuch 2017, S. 577. (図中の ｢連邦経済・エネルギー省｣ は原典では ｢連
邦経済省｣ と表記されている｡)
以外の他のすべての決算書監査に対しては会計士自治組織 (WPK) が監督
を行う｡ WPK に対して APAS が監督を行うことから, PIE 以外について
APASは間接的な監督を行っていることになる｡







このように, ドイツでは, EU規則や EU指令の発効により, 2016年６月
17日以降, 公的な直接的監督が強化され, WPKによる職業的自治主体の監
督から, PIE企業の決算書監査に対しては公的な直接的監督が制度化された








(11) Vgl. Kelm, Daniela, Ulrich und Anja Schmitz-Herkendell (2016), S. 61.
(12) APAS (20171), S. 78.




























当していた｡ その後, 2005年以降2016年６月16日まで, アメリカのエンロン
事件等による SOX法の制定の影響を受け, また, ドイツでも粉飾決算事件
(たとえば, Bankgesellschaft Berlin
(13)







APAK) がドイツ連邦経済・技術省 (当時｡ 現在は, ドイツ連邦経済・
エネルギー省) の外郭団体として設置された｡ APAKは, WPKによる管理・
監督の実施状況を監督していた｡
この場合, 従前と同様に, すべての法定決算書監査人に対する管理・監督
を実施するのは, WPKであったから, 職業的自治は, APAKが設置された
ものの, 実質的には継続していたとみることができる｡
2016年６月17日以降, 上述の通り, WPKは PIE以外の会社の決算書監査
人に対する管理・監督を担当するものの, APAKに代わる APASによる監督
下にあり, また, PIEについては APASが直接的監督を行うことから, ドイ




(13) ｢ベルリン銀行スキャンダル｣ と呼称される2001年に生じた, ベルリン州所有
のベルリン銀行会社の破産事件である (Vgl., Wikipedia (2018))｡
(14) 2000年春に発覚した, 掘削機械のディーラーである Flowtex Technologie社に
よる, 機械リース取引を利用した詐欺事件で, 1945年以来の最大のドイツ詐欺事件














あり, 2017年６月30日時点の WPKに登録している WP (14,492者) および












(15) 1932年に設立された, 13,000人の会計士および会計事務所 (全ドイツ監査人の
約82％) による組織｡ 加盟は任意 (https : //www.idw.de / idw/ueber-uns /Kurzportrait
(2018年11月30日参照))｡
(16) WPKは, 職業登録を実施する｡ 特に, WPまたはWPGの法定決算書監査人と
しての登録ならびに第三国 (域外) 監査人および EU/EWR (欧州経済領域) の決
算書監査会社としての登録 (WPO第57条第２項第12号および第38条第 1・2・4・5
号)｡
(17) 2017年６月30日時点の IDW会員数は, WP 11,952, WPG 1,082, その他 1,351,
合計 13,385者である (https : //www.idw-taetigkeitsbericht.de 2019年２月５日参照)｡
なお, IDW登録 WP 11,952者のうち, 監査業務実施者数は7,767者 (65.0％) であ
る｡
(18) 受験機会は年２回で, 受験資格確認に500ユーロ (1＝130円換算で65,000円),
試験受験に3,000ユーロ (390,000円) の受験料がかかる｡
施している (WPO第４条第１項)｡ かかる試験の特徴として, 次の３点を指
摘できる｡





①大学卒業 (免除条件：WP個人事務所, WPG, vBP個人事務所, BPG等での10
年以上の実務経験, または, vBP・税理士として５年以上の実務経験)
②実務経験：大卒者は, WP個人事務所, WPG, vBP個人事務所, BPG等での
３年以上の実務経験 (大学課程が８期未満の場合, ４年以上)｡ ただし, 大学







①筆記試験：４分野７科目 (科目には下線を付している｡ なお, ※に示す免除科





経営学, 経済学または経済法が免除 (第 8a条)／※16大学の特定科目履修
の学士または修士号取得によって, 応用経営学, 経済学または経済法が免
除 (第13b条))











②口述試験： 10分以内の口頭プレゼン (４分野各１題) と５題の口述 (４分野







企業評価や職業法, ITにも及び, さらに, 職業法, 経済法, 税法の出
題が網羅的である｡
・ 成績評価は各科目11段階評価であり, 筆記試験は5.00以上 (評点1.00
5.00) でなければ口述試験は受験できないなど, 厳格な評価が行われて
いる｡ 11段階を仮に 0100点に置き換えると, 評点5.00以上は, 17点以










※口述試験の受験資格：筆記試験各科目成績の11段階評価 (16, 最高 1・




4.00であること｡ ただし, 最終成績が4.00であっても, ４分野のいずれかで
4.00未満 (たとえば５) の成績結果がある場合, 補充試験 (筆記・口述) が課
され, １年以内に4.00以上の成績 (評点1.004.00) を取らなければ不合格とな
る｡ たとえば, 筆記試験が最低の5.00であれば, 口述試験の成績は2.50以上
(評点1.002.50) でないと合格できない｡
(19) 2017年度に実施された年2回の試験におけるフル試験受験者117名のうち合格者
は22名 (18.80％) である｡ その他, 科目免除者などを含めた合格状況は, 次
表の通りである (出所：WPK (20181), 2017 I und 2017 II)｡
務経験を積んだ者を対象にし, かつ, 試験内容も広範囲でかつ深度のある試
験 (筆記の試験時間が各科目 46 時間) となっていることを考えれば, 前提
条件の規制がかなり高いレベルになっていると言える｡ しかも, 試験合格率



































117 42 26 27 22
補充試験用受験 37 － 9 － 28
２. 一部免除試験
(第13条・税理士税法免除)
247 15 26 56 150
補充試験用受験 76 － 6 － 70
３. 一部免除試験
(第 8a条・修士課程免除)
112 22 16 21 53
補充試験用受験 18 － 5 － 13
４. 一部免除試験
(第13b条・学部科目免除)
22 1 5 3 13
補充試験用受験 0 － 0 － 0
５. 一部免除試験
(第13a条・宣誓帳簿監査士免除)
36 17 9 0 10
合計 665 97 102 107 359




























(22) Vgl., WPO 8, “Voraussetzungen die Zulassung (Vorbildung)” (登録の前提
















・IDW Stellungnahmen zur Rechnungslegung (IDW RS) 会計意見書
・IDW Standards (IDW S) 基準
・IDW 		(IDW PH) 監査指針
・IDW Rechnungslegungshinweise (IDW RH) 会計指針
・IDW Steuerhinweise 税務指針
・IDW Praxishinweise 実務指針
・IDW Fragen und Antworten zu IDW 		
	(F&A IDW PS)
監査基準 Q&A
・IDW Fragen und Antworten zu IDW Standards (F&A IDW S) 基準 Q&A
・IDW Positionspapiere 見解書













これらの業務を遂行する上で, IDW は, WP 職業全般に影響を及ぼす専門的な
問題や職業上の問題についても専門的な意見を表明できる｡｣












般的職務義務の一つとして ｢経済監査士は, 研修を受ける義務を負う｣ と規
定され, その詳細は, WPKの ｢経済監査士・宣誓帳簿監査士に対する職務
規則
(26)





(1) WP/vBP は, さらなる職業専門的研修を受けることを義務付けられている｡
WP/vBP は, 聴講者または講師として, また自習を通して, 継続研修の取り組
みに参加することによって, 継続的研修義務を果たす｡
(2) 研修の取り組みには, 専門家のイベント (講義, セミナー, ディスカッション・
グループなど) が含まれる｡ 参加期間が証明できるならば, IT に基づく専門コー
ス (e ラーニング, ウェブベースのトレーニング) の修了なども含まれる｡
(25) 商法典第322条第 1a項において, ｢決算書監査人は, 確認の付記を作成するに
あたり, 2006/43/EG指令第26条第３項による手続において欧州委員会が採択した
国際監査基準を適用しなければならない｡｣ と定められている｡ IDWはその定款に










Accountancy Europeが ｢品質保証制度｣ として言及しているのは, ｢品質










との関係は, 次の ｢図表６｣ のように示される｡ また, PIE企業の決算書監
査に対する品質管理は, APASがこれを ｢検査｣ によって行う｡
｢図表６｣ に示された通り, WPKによる品質管理の主体は, WPK内部の
品質管理委員会
(29)





(5) 研修は一年に40時間を下回ってはならない｡ このうち, 第２項に規定する研修
には20時間を割り当てる必要がある｡
(27) Vgl., IDW (20172), S. 6566.
(28) Vgl., WPO 51b Abs. 1 Satz 1.
｢職業的専門家は, その実務に対して, 自己の職業義務を遵守することを保証し,
かつ, その遵守の履行を監視し貫徹する制御 (Regelungen) を設定しなければな
らない (内部品質保証システム internes Qualitatssicherungssystem)｡｣
登録し, 経済監査士・経済監査会社の依頼を受けて品質管理を行わせている｡
品質管理委員会は, 内部品質保証システムの有効性に関する品質管理報告書














(出所) IDW, Abb. 1 : 	
das System der 
nach 57a WPO in













(29) 品質管理委員会 (Kommission 
) の責務は, 次の通りであ




















反の有無について, PIEの企業の場合は APASが調査を行い, 処分を下す｡
PIE以外の場合にはWPKがこれを行う｡ 調査の結果, 経済監査士または経
済監査会社に対する処分は, 故意や過失の重大性によって異なっている｡















(出所) IDW, Abb. 5 : Zusammenwirken von Inspektion und 	
bei
gemischten WP-Praxen“, WP-Handbuch 2017, S. 626.
スがある｡















当該根拠の情報源は, ｢検察庁・DPR (ドイツ会計審査庁)・BaFin (連邦金








ただし, WPKによる職業監督は, 最終的に APASによる承認を必要とし
監査の質の確保に対するドイツの公的規制と処分結果の状況（内藤文雄)
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(30) Vgl., European Parliament (20142), 26 Abs. 2.
(31) Vgl., APAS (20173), 8 Abs. 2 Satz 2. なお, PIEでない企業の決算書監査人
に対する調査は, WPKが担当し, ６年に１度の頻度で実施される (Vgl., European
Parliament (20142), 26 Abs. 2.)｡






した場合だけでなく, APASからの指示による場合, または, 検察庁
からの通知による場合がありうる｡
(ii) 当該事実を調査により確認した場合, WPKは, どの措置を科す必要
があるかを決定することになるが, それに先立ち, 当該確認事実を検
察庁に通知することが求められている｡










































(651, s. 1 ; 84a1)
(61a, s. 2)
(681) (66a4, s. 2)
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を整理したものが ｢図表８｣ である｡ かかるWPKによる特別調査が開始さ
れた情報源と特別調査の結果による職業監督上の措置の状況を示したのが




























(32) Vgl., APAS (20182), S. 1617.
(33) WPO 66a Abs. 6 Satz 2 und 3.
(34) European Parliament (20142), 17 Abs. 8 Satz 3.





新調査 (件) 2017 2016 2015 2014 2013
苦情によるもの 63 38.0％ 75 50.3％ 79 48.5％ 88 46.6％ 99 42.3％
決算書の通読により判明し
たもの
9 5.4％ 10 6.7％ 13 8.0％ 33 17.5％ 40 17.1％
その他の連絡によるもの 40 24.1％ 38 25.5％ 37 22.7％ 28 14.8％ 55 23.5％
会員部からの連絡によるも
の
16 9.6％ 1 0.7％ 15 9.2％ 20 10.6％ 10 4.3％
報道によるもの 5 3.0％ 13 8.7％ 10 6.1％ 4 2.1％ 8 3.4％
検察庁・上級検察庁からの
連絡によるもの
18 10.8％ 10 6.7％ 8 4.9％ 13 6.9％ 17 7.3％
APASからの連絡によるも
の
8 4.8％ － － － － － － － －
品質管理委員会からの連絡
によるもの
7 4.2％ 2 1.3％ 1 0.6％ 3 1.6％ 5 2.1％
合計 166 100.0％ 149 100.0％ 163 100.0％ 189 100.0％ 234 100.0％
職業監督上の措置 (件) 2017 2016 2015 2014 2013
叱責 29 17.5％ 22 13.3％ 31 14.6％ 23 12.0％ 35 16.7％
・内, 過料をともなうもの 18 10.8％ 8 4.8％ 16 7.5％ 13 6.8％ 14 6.7％




1 0.6％ 6 3.6％ 8 3.8％ 10 5.2％ 3 1.4％
指導 35 21.1％ 30 18.1％ 58 27.2％ 44 22.9％ 41 19.6％
調査中止** 93 56.0％ 102 61.4％ 101 47.4％ 102 53.1％ 122 58.4％
経済監査士／宣誓帳簿監査
士としての任命の取消
8 4.8％ 5 3.0％ 14 6.6％ 12 6.3％ 6 2.9％
合計 166 100.0％ 166 100.0％ 213 100.0％ 192 100.0％ 209 100.0％
* Strafprozessordnung (刑事訴訟法)




(出所) WPK, Bericht der Berufsaufsicht 2017 	
	 und vereidigte


















































[図表11] ドイツ判例検索WEB ｢JURIS Online｣ による判例検索結果




















27 1 2 3 2 1 3 2 2 2 2 1 2 1 2 1
重複件数 13 1 2 1 1 0 2 1 1 1 2 0 1
重複を除く件数 45 1 1 3 3 4 4 5 4 4 4 2 1 3 1 2 2 1
(注) 検索用語間での判例の重複件数の数字には下線を付している｡ また, 該当のない年度
は表記していない｡
(36) JURISには, ドイツ憲法最高裁判所のほか５つの連邦最高裁判所 (通常・行政・
税務・労働・社会) の裁判例が設立時 (1950年代) より収録されている｡ 1976年以
後の判例には, 下級裁判例がほぼ全文で収録されている｡ なお, ドイツでは, 裁判












訟を取り扱う連邦行政裁判所 (Bundesverwaltungsgericht : BVerwG)
州の裁判所には, これらの連邦裁判所の下級裁判所にあたる高等裁判所 (Oberland-
esgericht), 地方裁判所 (Landgericht), 区裁判所 (Amtsgericht) が該当する｡
｢図表11｣ の通りである｡ 検索用語間での判例の重複についてはすべての判
例を確認したうえで重複件数を確定した｡ 判例が重複してカウントされたの









による公示)｡ また, WPKは, 毎年公表され
る ｢経済監査士および宣誓帳簿監査士に関する職業監督報告書｣ をWEBに
開示し, 処分内容を公表している｡









(37) WPO 69, “Bekanntmachung von 	
				 und









明されている (APAS (2016), S. 14, und APAS (2017), S. 17.)｡
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































公表内容は, ①処分内容, ②処分対象者 (自然人 or法人｡ 個人名は非公
表), ③監査契約対象 (例えば, IFRS連結財務諸表の監査), ④違反内容の
種類, ⑤違反の具体的内容, ⑥公表日, 以上６項目である｡
７事例の公表内容を整理したのが ｢図表12｣ である｡







公表項目 具体的内容 2016年度 2017年度 2018年度 合計件数
①処分内容























・自然人 9 29 31 69
・法人 0 0 0 0
③監査契約対象
・法定コンツエルン決算書監査 (複数年度) 2 2 4
・法定コンツエルン決算書監査 (単年度) 3 2 5
・法定年度決算書監査 (複数年度) 4 3 5 12
・法定年度決算書監査 (単年度) 1 11 11* 23*
・職業的自治における義務 8 7* 15*
・経済監査会社の経営 2 2
























・偏見の恐れがあるにもかかわらず監査を実施 2 3** 5**
・商法典第319条第１項第３文等による監査権限が
ないこと







































































































































































































その特徴は, 特に ｢図表９｣, ｢図表11｣ ～ ｢図表13｣ を比較すれば次のよう
に整理できる｡































































合計件数 9 29 31 69










・ ｢図表９｣ 中の職業監督上の措置のうち, ｢職業裁判所の判決｣ と ｢その
他の上級検察庁／職業裁判所の措置｣ は, ５年間にわたって毎年その該当
ケースがある｡ 年平均6.4件である｡ これらの該当ケースのうち ｢職業裁
判所の判決｣ のケース (2013年から2015年) ４件がすべて ｢図表11｣ の判
例と同一とは限らないが, 該当している可能性がある｡




(｢図表13｣ の ｢⑤違反の具体的内容｣ のスクリーン部分) 行われている｡
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